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要旨：鉄筋コンクリート造柱・梁のせん断終局強度算定法は数多く提案されており，せん断力に対し，十分

に安全性を確保できると思われる。それらの算定法はせん断補強筋の全降伏が前提となっているが，既往実

験では，せん断補強筋の降伏前に，部材の最大耐力が決定する場合もある。本報では，筆者らによる鉄筋コ

ンクリート造耐震壁のせん断終局強度算定法を拡張し，柱・梁の実際の破壊現象に基づく算定法を提案した。

また，その算定精度について既往実験結果を用いて検証した結果，既往算定法と同等以上の精度を有するこ

とが分かった。 
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1.はじめに 

 鉄筋コンクリート造柱・梁のせん断終局強度算定法と

して，日本建築学会の「鉄筋コンクリート造建物の靱性

保証型耐震設計指針・同解説」1)（以下，靱性指針と称

す）のせん断終局強度式（以下，靱性指針式と称す）や

荒川 mean式 2)がよく用いられる。靱性指針式は，トラス

機構とアーチ機構を仮定した半理論的な式である。荒川

mean式は，数多くの実験結果の分析から導いた実験式で

ある。それらは，せん断力に対し十分に安全性を確保す

ることが可能と思われる。しかし，これらの算定法はせ

ん断補強筋の全降伏を前提としており，実際の破壊現象

と対応しない場合がある。 

耐震壁においては，トラス剛性に基づくせん断終局強

度算定法を筆者らが提案している 3)。その算定法は，実

際の破壊現象をほぼ再現できている。また，暫定的な部

分はあるものの，その算定精度は既往算定法と比べても

遜色なくせん断終局強度を評価できる。そこで，この耐

震壁の算定法を拡張し，柱・梁のせん断終局強度算定法

を考案する。本報では，その検討結果を報告する。 

 

2.本提案手法の概要 

 基本的に，柱・梁のせん断抵抗機構として，図‐1 に

示すトラス抵抗機構を仮定する。これは，コンクリート

斜め圧縮バネと鉛直方向と水平方向の引張バネにより構

成される。鉛直バネは主筋，水平バネはせん断補強筋と

耐震壁の側柱に対応する部位（仮想水平抵抗領域と称

す：後に詳述）の曲げ抵抗により形成される。そして，

これらのバネのいずれかが強度に達した時を柱・梁のせ

ん断終局強度とする。また，横尾らにより，せん断ひび

割れ強度式を考慮することで，せん断補強強度が小さい

場合でも，十分な精度でせん断終局強度を評価できるこ

とが報告されており 4)，せん断ひび割れ時が最大強度と

なる可能性もあることから，本提案手法でも，せん断ひ

び割れ強度とトラス抵抗機構によるせん断終局強度の大

きい方を本提案手法でのせん断終局強度とする。ただし，

軸力が引張の場合は，せん断ひび割れ強度は無視する。

本提案手法は，筆者らによる耐震壁のせん断終局強度算

定法に基づいており，詳細は既報 3)を参照願いたい。以

下，式中の記号は SI単位系であり，力は N，距離は mm
である。本提案手法によるせん断終局強度（ suQ ）を式(1)

に示す。 

( ){ }crwyccsu QQQQ ,,minmax=   (1) 

式(1)中， ccQ はコンクリート斜め圧縮バネの強度で決

定されるせん断終局強度であり，式(2)で表される。 
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この強度は，図‐2のように柱・梁の端部で決定する。

式(2)は，コンクリートの圧縮強度の有効係数（ν ）にコ

ンクリート圧縮強度（ Bσ ）を乗じた値に，柱・梁の有効

断面積（有効長さ： aD ，幅： b）を乗じてせん断終局強

度を算定している。θは主圧縮方向角度（縦軸より反時

計回り）であり，その算定方法は後述する。 

コンクリートの圧縮強度の有効係数は，既報 3)と同じ

く，式(3)のように，コンクリート圧縮強度によって，

Nielsenの下限式と CEB式を用い，算定する。 
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柱・梁端部の有効長さ（ aD ）は，式(4)で求めると

こととした。Dは部材せい， ah は圧縮ストラット最下

端と最上端の柱・梁端部からの距離である。 
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圧縮ストラット最下端と最上端の柱・梁端部からの

距離（ ah ）は式(5)より求められる。これらの基本的な

算出方法は，既報 3)を参照願いたい。 
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ah に関しては，既報 3)と同様に，制限値を設けた。 sL

は柱・梁の仮想せん断破壊領域であり，その算出方法は

後述する。 
次に， wyQ について記す。 wyQ は，せん断補強筋が降伏

する時のせん断終局強度である。このことから，本提案

手法では，せん断補強筋が存在しない柱・梁は対象外と

なる。 wyQ は式(6)で算定される。 
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式(6)は，せん断補強筋の降伏ひずみ度（ wswy E/σ ）に水

平方向の単位面積当りの平均バネ剛性（ xK ）を乗じた値

に，幅，せいを乗じてせん断終局強度を算定している。 

ここで，主圧縮方向角度（θ）について述べる。主圧

縮方向角度は，式(7)により算定する。 
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式(7)は，最小ポテンシャルエネルギーの原理に従って

主圧縮方向角度を求める式で，この式より求める角度の

妥当性は，筆者らが報告している 3)。水平方向，鉛直方

向の単位面積当りの平均バネ剛性 xK ， yK は式(8) ，(9)

で算定する。 
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式(8)中の fK は，仮想水平抵抗領域の曲げ抵抗による

水平抵抗バネ剛性である。仮想水平抵抗領域とは，水平

方向の拘束効果を発揮する領域であり，その範囲を D2.0

とした。この D2.0 は，通常コンクリート縁から主筋中心

まで D1.0 であるため，その値の倍となる。この範囲は暫

定であり，検討の余地を有する。試験体では部材せい

D=300mmの場合，かぶり 20mm，せん断補強筋径 D6，

主筋 D10の場合が多く，主筋位置はコンクリート縁から

31mm で約 D1.0 ，実物では D=600mm，かぶり 40mm，

せん断補強筋 D10，主筋 D25で，コンクリート縁から主

筋位置は 63mmで約 D1.0 となるので，0.1倍を用いて計

算した。ただし，実物の部材せいが 600 mmを超える場

合に関しては，今後検討したい。 

fK は，図‐3のように両側の仮想水平抵抗領域が同様

に変形すると仮定し，それらが等分布荷重を受ける両端

固定梁（スパン長＝仮想せん断破壊領域： sL ）とみなし

た場合の平均たわみ量を両側仮想水平抵抗領域芯々間距

離（ DD 2.0− ）で除すことにより算定した。 cE はコンク

リートのヤング係数， cI は仮想水平抵抗領域の断面二次

モーメント， wp はせん断補強筋比， wsE はせん断補強筋

のヤング係数， gp は主筋鉄筋比， tsE は主筋のヤング係

数である。 
また， 2K は補正係数を乗じたコンクリートの斜め圧縮

方向のバネ剛性であり，式(10)で算定する。この式の妥

当性についても，筆者らにより報告されている 3)。 
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図‐2 柱各部の記号図‐1 本提案手法における

せん断抵抗機構 

主筋 

図‐3 本提案手法における水平方向抵抗機構の概念 
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柱・梁の部材長が長い場合，中央領域でせん断破壊す

ることが考えられる。そこで，柱・梁の仮想せん断破壊

領域( sL )を設定した。その値には，制限値を設けること

とした。以下に，制限値を示す。 
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制限値（α）は，本手法を既往実験結果 5)～36)303体に

適用し，その結果の平均値と変動係数をみて決定した。

ただし，付着割裂破壊したと報告されている試験体は除

いた。コンクリート縁から主筋中心までの距離が明確で

ない試験体に関しては，その距離をせいの 0.1 倍として

計算した。 

これら既往実験結果による最大耐力を本提案手法に

おけるせん断終局強度と曲げ終局強度の小さい方の値と

比較して検討した。なお，曲げ終局強度の算定には，日

本建築学会の「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

2010」37)による曲げ終局強度略算式（ fuQ ）を用いた。 

制限値と平均値，変動係数との関係を図‐4 に示す。

図‐4によると制限値が 2.3の時，変動係数が最も小さく，

2.3～2.6において，ほとんど変動係数は変動しないため，

ここでは，制限値を 2.5とした。 
次に， crQ について述べる。 crQ は，主応力度式による

せん断ひび割れ強度式である。    

κσσσ /2.1 0
2 DbQ TTcr ⋅


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
 ⋅+=   (12) 

BT σσ 33.0=    (13) 

0σ は軸方向応力度（圧縮は正）， Tσ はコンクリート引

張強度，κ は断面形状係数である。せん断ひび割れ強度

は，今回収集した実験データの分析の結果，1 本のひび

割れ発生によって，復元力特性の剛性が変化することは

ほとんどなく，その強度の 1.2 倍程度で剛性変化が大き

く現れていたため，ひび割れ時の 1.2倍を対象とした。 

 

3. 算定精度の検証 

ここでは，既往実験結果を用いた本提案手法の算定精

度の検証結果についてまとめる。用いた既往実験結果，

曲げ終局強度算定法は，前章と同じである。用いた試験

体の各要因の上限値と下限値は，部材幅は 120≦ b ≦

450[mm]，部材せいは 220≦ D≦450[mm]，せん断スパン

は 260≦ a≦1200[mm]，コンクリート圧縮強度は 19.6≦

Bσ ≦171[N/mm2]，せん断補強筋降伏強度は 285≦ wyσ ≦

1453[N/mm2]，主筋降伏強度は 261≦ yσ ≦1072[N/mm2]，

せん断補強筋比は 0.09≦ wp ≦1.78[%]，引張鉄筋比は

0.484≦ tp ≦3.9[%]，軸力比は-0.225≦ Bσσ /0 ≦0.736であ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。比較対象として，靱性指針式と荒川 mean式による

算定結果も示した。主筋位置が明記されている試験体と

D1.0 とした試験体を分けて検証した結果，強度比の差 

異が確認できなかったため， D1.0 でほぼ妥当であったと

思われる。 
本提案手法（ suQ ），靱性指針式（ aijQ ），荒川 mean 式

（ araQ ）の既往実験結果との比較を図‐5に示す。靱性指

針式において，コンクリートの圧縮強度の有効係数は，

本来 Nielsen の下限式を用いているが，提案手法と同様

に，Nielsenの下限式と CEB式を用いた。図‐5は，縦軸
に実験による最大耐力（ expQ ），横軸に計算によるせん断

終局強度を，それぞれ計算による曲げ終局強度で除した

ものである。提案手法では，最大耐力決定要因（ cc：コ

ンクリート圧縮ストラットの圧壊で決定，wy：せん断補

強筋の降伏で決定，cr：せん断ひび割れ強度に到達で決

定）と， ccと wyに関しては， ah が制限値に達したか否

かで記号を分けた。強度比（実験による最大耐力を曲げ

終局強度計算値と各算定法によるせん断終局強度計算値

の小さい方で除した値）の平均値，変動係数は本提案手

法が 1.06，0.155，靱性指針式が 1.15，0.200，荒川 mean

式が 1.30，0.222であり，本提案手法が最も良い。303体

中，最大耐力がせん断終局強度計算値で決定した試験体

数は，靱性指針式では 238体，荒川 mean式では 263体，

本提案手法では 244 体である。また，強度比が 1.0 を下

回る試験体は，靱性指針式では 69体，荒川 mean式では

29 体，本提案手法では 96 体であり，本提案手法が最も

多い。しかし，変動係数は本提案手法が最も小さく，適

した安全率を設ければ，本提案手法は十分な算定精度を

有する安全なせん断終局強度算定法であると言える。な

お，本提案手法で ah が制限値に達した試験体は 303体中，

94体である。また，引張軸力が作用した試験体を除いて

検討すると，強度比の平均値，変動係数は本提案手法が
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1.07，0.151，靱性指針式が 1.15，0.198，荒川 mean式が

1.31，0.222である。荒川 mean式でほとんど変化はない

が提案手法，靱性指針式において，変動係数が若干小さ

くなった。 
さらに，コンクリート圧縮強度（ Bσ ），軸力比（ Bσσ /0 ），

せん断補強強度（補強筋比×降伏強度： wywp σ ），せん断

スパン比（ QdM / ）に対する計算精度の変動傾向を検討

した。実験最大耐力と，計算の曲げ終局強度とせん断終

局強度の小さい方との比の関係を図‐6 に示す。図中，

± 20％の横線を示した。また，最大耐力決定要因（ S ：

最大耐力がせん断終局強度計算値で決定したもの，F ：

最大耐力が曲げ終局強度計算値で決定したもの）で記号

を分けた。 

最大耐力決定要因別に記号を分けて検討した結果，最

大耐力が曲げ終局強度計算値で決まったものの方が，計

算と実験の強度の対応は良かった。 

コンクリート圧縮強度に関しては，提案手法では大き

な偏りは見られない。他の 2手法では，コンクリート圧

縮強度の増加に伴い，強度比が小さくなっている。軸力

比に関しては，靱性指針式では軸力比の増大に伴い，強

度比も大きくなっている。他の 2手法では，大きな偏り

は見られないが，荒川 mean 式では，圧縮軸力が作用し

た場合，ほとんどの試験体の強度比が 1.0 以上となる傾

向を示す。せん断ひび割れ強度については，軸力は因子

として考慮しているが，それ以外は軸力を因子として考

慮していない。提案手法では，引張軸力が作用した場合， 
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強度比が 1.0 以下となる。そのほとんどの試験体は，最
大耐力がせん断補強筋の降伏で決定し，かつ ah が制限値

に達している。せん断補強強度に関しては，荒川 mean

式では，せん断補強強度の増大に伴い，強度比も大きく

なっている。他の 2手法では，大きな偏りは見られない

が，靱性指針式では，せん断補強強度が小さいほど，比

較的バラつきが大きい。提案手法では，せん断補強強度

が小さい場合でも比較的バラつきは小さく，そのほとん

どは最大耐力がせん断ひび割れ強度によって決定してい

る。せん断スパン比に関しては，荒川 mean 式では，せ

ん断スパン比の増大に伴い，強度比が大きくなっている。

他の 2手法では，大きな偏りは見られない。 

因子別に検討した結果，本提案手法は引張軸力が作用

した場合，強度比が 1.0 以下となった。しかし，その他

には，特に大きな偏りはないと思われ，柱・梁部材に対

して十分な算定精度を有していると考えられる。 

 

4.まとめ 

今回，筆者らが提案している鉄筋コンクリート造耐震

壁のせん断終局強度算定法を拡張し，柱・梁のせん断終

局強度算定法を提案した。 

この算定法は，暫定的な部分もあるが，既往実験結果

を用いて算定精度を検証した結果，靱性指針式，荒川

mean 式と検証試験体範囲内では同等以上の精度を有す

ることが分かった。 

今後の改良点として，以下のことが考えられる。 

1) 圧縮ストラットの領域算定における制限値の検

討。 

2) せん断補強筋が存在しない場合の検討。 

3) 引張軸力作用時の検討。 

4) 仮想水平抵抗領域の検討。 
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